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1 ．はじめに

近年，各種産業のデジタル化の加速に伴い，世の
中の DXが進む中，デジタル人材育成が産業界を含
む社会全体の課題となっている。
令和 4年 6月 7日に閣議決定されたデジタル田

園都市国家構想基本方針においても，公的職業訓練
において令和 6年度までに年間13.5万人［ 1］のデジ
タル人材の育成という目標が示されている。
そこで，職業能力開発総合大学校（以下「職業大」
という。）基盤整備センターでは，令和 5年度から
2年間で「職業訓練に必要とされる DX関連技術の
明確化及び職業訓練指導員研修の体系整備」を調
査・研究テーマとし，加速化するデジタル社会に貢
献できる職業訓練及び職業訓練指導員（以下「指導
員」という。）に必要とされる DX関連技術につい
て，民間企業等に調査を行い，職業訓練カリキュラ
ムのシーズ，職業訓練に対応できる指導員育成のた
めの指導員研修の体系整備を行った。

2 ．本調査・研究の概要

2.1　スケジュール
本調査・研究は，委員会・作業部会方式で進める
こととし，企業ニーズ調査は，効果・効率を考え，
民間の調査会社に業務委託で実施することとした。
令和 5年度は企業ニーズ調査を中心に，DX推進

に資するデジタル技術の整理を行い，令和 6年度
では調査結果を踏まえたデジタル技術等の活用例を
まとめ，DX関連の職業訓練シーズを作成した。ま
た，これをもとにカリキュラム開発した職業訓練を

企画・実施する指導員に必要となる技能・技術を整
理した職業大の指導員研修の体系も作成した。（図
1参照）

図 1　全体スケジュール

2.2　委員会・作業部会の委員構成
委員会は，都道府県能力開発関係者 2名，高齢・
障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）
の職業能力開発施設（ポリテクセンター，ポリテク
カレッジ）の指導員 6名，職業大教員 2名で構成し，
作業部会はそのうちの職業大教員，機構指導員で構
成した。

3 ．企業ニーズ調査

3.1　企業ニーズ調査概要
今回の企業ニーズ調査は，公的職業訓練を利用す
る機会が多い中小企業を主な対象とし，大企業は比
較用として調査した。（図 2参照）また，従業員規
模の差に100人の開きを設けているが，これは，従
業員数300～400人規模の企業が多いことなどから，
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中小企業と大企業の比較をしたとき，差異が出ない
可能性があるため，あえて規模の差を設けた選定を
した。

図 2　企業ニーズ調査概要

これらの調査対象企業の選定や質問内容等は，委
員会にて方針を決定し，その方針のもと作業部会で
詳細な項目を作成している。アンケート質問票のも
ととなったアンケート調査の内容を表 1に示す。ヒ
アリング調査は，アンケート調査結果をより詳細に
聴き取ることとしたため，内容は表 1に準じてい
る。

表 1　アンケート調査の内容
調査項目 内容

回答企業の属性 ・企業名，記入者担当業務，従業員
数，事業内容等

DX推進の水準・
関心度合

・水準は，デジタル技術等の利用・
開発度合から ₄段階に設定

近い将来における
DX推進の度合 ・近い将来における DX推進の度合

DX推進における
課題 ・DX推進における課題

DX推進に必要な
マインド・スタンス

・DX推進に必要なマインド・スタ
ンス（経産省「DXリテラシー標
準」［ 2］参考，経営者層 /DX推
進者 /一般社員別）
・DX化により効果が見込める業務

DX関連技術の活用 ・DX関連技術の活用度合，関心度合
・活用できていない場合の理由

DX関連技術による
課題解決

・DX関連技術により解決したい課
題
・解決できていない理由

DXに関する
人材ニーズ
人材育成ニーズ

・DX人材が欲しいか
・求める人材のスキル（採用時 /入
社後別）
・人材育成の方法

職業訓練の
サービスの在り方

・変化に応じた職業訓練を望むか
・DXを前提とした技術教育を望むか
・能力開発支援に望むこと

3.2　企業ニーズ調査結果
アンケート調査の回収数は，中小企業521社（製

造業278，建設業243），大企業81社（製造業32，建
設49）となった。集計結果の一部を表 2～ 6に示
す。なお，表中の数値は割合（％）である。

この調査結果から，企業における DX推進の目的
は，新たなサービスの展開を目指すのではなく，社
内でのデジタル技術の活用による業務の効率化や人
材管理の効率化などの課題解決を目指していること
がわかった。しかし，社内全体のマインドの醸成，
デジタル技術の活用に関する理解度の不足，組織体
制などから，デジタル技術に関心があるにもかかわ
らず，DXが進まない現状があることも明らかにな
った。
また，「DX関連技術」として12の技術カテゴリ
ー，「DX関連技術により解決したい課題例」とし
て19例について関心を問う設問を設定したが，い
ずれも企業は関心を持っていることが確認できた。
さらに，自由記述回答やヒアリングの回答からも
様々なデジタル技術に関心があることが確認でき
た。

表 2　DX推進水準
企業規模 中小全体 大企業

DX推進の水準 現在 将来 現在 将来
デジタル技術前提の商品・サービスを開発 3.5 15.1 6.2 35.0
製造や建設等の現場でデジタル技術を活用 21.7 57.9 45.7 51.3
事務作業をデジタル化 54.4 22.1 33.3 13.8
デジタル化への対応は進んでいない 20.4 4.9 14.8 0.0

表 3　DXにより見込める効果
効果が見込めると回答した企業の割合 中小企業 大企業
業務の効率化（労働生産性の向上） 81.8 92.6
情報共有の促進（社内活性化，意思決定の迅速化） 68.5 90.1
人的資源の効果的活用 63.1 82.7
コスト削減，利益・財務の改善 63.1 74.1
品質の向上・品質管理の効率化 59.3 79.0
顧客満足度の向上 53.4 65.4
人材の確保・育成 44.5 66.7
製品・サービスの強化　（開発力強化，短納期化） 41.5 58.0
熟練技術の継承 32.8 56.8

表 4　DX推進における課題
DX推進における課題 中小企業 大企業

従業員のデジタル技術に対する知識・技術不足 60.9 67.9
DX推進の専門部署が設置されていない 44.5 22.2
経営者・管理職のデジタル技術に対する知識・技術不足 43.5 55.6
DX推進の人材の確保に課題がある 39.5 55.6
DX推進の効果についての理解が不十分 39.1 43.2
DX推進の統括をする人材がいない 38.9 17.3
会社としての方針や戦略がない 33.1 13.6
DX推進の人材の育成に課題がある 31.0 45.7
DX推進の予算が不足している 23.1 23.5
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表 5　マインド・スタンスの実践度
実践できていると回答した企業の割合
対象者層 中小企業 大企業

デジタル技術の
業務活用

経営者 21.9 33.3
DX推進者 36.8 59.4
一般社員 13.4 24.7

データ利活用
経営者 36.9 45.7

DX推進者 55.0 70.3
一般社員 14.8 21.0

変化への適応
経営者 42.6 51.9

DX推進者 60.6 73.4
一般社員 15.4 22.2

コラボレーション
経営者 42.4 54.3

DX推進者 49.1 62.5
一般社員 15.7 21.0

表 6　DXにより解決したい課題
今後 DXにより解決したいと回答した企業の割合 中小企業 大企業
従業員のスキルの見える化 72.0 80.2
データの共有化により業務の効率化 71.2 69.1
担当する業務に対し，ビッグデータを収集
／分析し，そのデータを利活用 64.3 76.5

過去の生産履歴を分析し，効率的な生産計
画を作成 63.5 64.2

状態監視・分析による予兆保全。 63.1 75.3
条件監視保全やセキュリティ管理を最適化 61.4 72.8
生産工程の進捗状況をリアルタイムで把握 60.8 61.7
熟練工の技能の見える化・データ化による
技能伝承 60.3 72.8

製品の受注・生産・完成をリアルタイムで
モニタリングし在庫管理を自動化 59.9 63.0

設計のノウハウをデータベース化し，標準化 59.3 70.4
製品検査を効率化 59.1 65.4

4 ．企業ニーズ調査で明らかになったDX関連
技術と職業訓練シーズの整理

企業ニーズ調査結果の分析から，委員会にて職業
訓練につながるシーズのまとめ方を検討した結果，
「①業務上の課題」に対し「② DX関連技術」を用
いて「③具体的な解決例」を示す，という流れで整
理していくこととした。①は企業ニーズ調査の「DX
により解決が解決可能な課題」の設問文をベース
に，②は企業ニーズ調査全体から抽出したキーワー
ドも含めて10のカテゴリーとそれぞれに含まれる
要素に整理し，③を作業部会にて検討した。これら
に，企業ニーズ調査結果から見えるポイント，DX
技術以外の知識・スキルも加え，①の課題ごとに
19のシートを作成した。
マインド・スタンスについては，個別の課題を解

決するためのものというより，DXを推進するうえ
で個人が持つべき基礎の部分となる，リテラシーや
行動に関する内容といえるので，アンケート調査で
提示した19の課題例とは別でマインド・スタンス
の設問項目ごとにまとめている。
作成したシートの名称は，それぞれ「DX関連ス
キルシート（DXスキル）」「DX関連スキルシート
（マインド・スタンス）」とした。その 1例を図 3
に示す。

図 3　DX関連スキルシート（DXスキル）

また，DX関連スキルシートを活用し，カリキュ
ラムを検討する手順についてまとめた「カリキュラ
ム開発マニュアル」，職業訓練シーズにつながる企
業ニーズ調査結果のうち主要な数値を視覚的に整理
した「DX関連技術明確化シート」，企業規模や業種，
業務上の課題など様々な切り口で分類し集計した結
果をまとめた「資料集」を合わせ，「職業訓練 DX
カリキュラム開発ガイド」として整備した。
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5 ．指導員の研修体系の整備

DX関連スキルシートを参考に，職業訓練の実施
を検討する際，担当する指導員のスキルを補完する
研修についても，今回まとめた DX関連技術のカテ
ゴリーなどをもとに，フォーマットを作成し，職業
大の指導員研修をマッピングし研修体系とした。
（図 4参照）
作成したフォーマットは，専門系やレベルで区分
けするのではなく，マインド・スタンス（ビジネス
スキル）や企業ニーズ調査結果から整理した各技術
のカテゴリーと，DXの 3段階（デジタイゼーショ
ン，デジタライゼーション，デジタルトランスフォ
ーメーション）で区切ることとした。
ただし，デジタルトランスフォーメーションは特
定の技術で成立するものではないという意図を含め
て区切り線を設けていない。
また，DX関連スキルシートに記載の内容は，企

業のニーズなど根拠も備えていることから，DX技
術ごとに整理することで，今後の研修コース策定に

活用できる。

6 ．さいごに

本調査・研究の成果物は，既存の訓練カリキュラ
ム見直しや，新規訓練カリキュラムの開発について
有用であると考えている。しかし一方で，デジタル
の進展はめまぐるしく，常に新しい技術やトレンド
が生まれてきている。
このトレンドなどを把握した際は，カテゴリーに
新たな要素として追加するなど，常に更新していく
ことも重要であると考える。
最後に本調査・研究を進めるにあたり，多大なる
ご協力いただいた関係各位に対し，心より感謝申し
上げる。
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図 4　DX関連技術の指導員研修体系
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